
第第33節 放送・コンテンツ分野の動向節 放送・コンテンツ分野の動向

	1	 放送
1 	放送市場の規模
ア　放送事業者の売上高等

我が国では、放送は、受信料収入を経営の基盤とするNHKと、広告収入又は有料放送の料金収
入を基盤とする民間放送事業者の二元体制により行われている。また、放送大学学園が、教育のた
めの放送を行っている。

放送事業収入及び放送事業外収入を含めた放送事業者全体の売上高は、2020年度から増加し、
2021年度は3兆7,157億円（前年度比4.6％増）となった。

内訳をみると、地上系民間基幹放送事業者の売上高総計が2兆1,701億円（前年度比8.5％増）、
衛星系民間放送事業者の売上高総計が3,418億円（前年度比0.9％増）、ケーブルテレビ事業者の
売上高総計が4,990億円（前年度比0.3%減）、NHKの経常事業収入が7,048億円（前年度比1.2％
減）となった（図表4-3-1-1）。

図表4-3-1-1 放送産業の市場規模（売上高集計）の推移と内訳
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※1	 衛星放送事業に係る営業収益を対象に集計。
※2	 ケーブルテレビ事業者は、2010年度までは自主放送を行う旧有線テレビジョン放送法の旧許可施設（旧電気通信役務利用放送法の登録を受けた設備で、当

該施設と同等の放送方式のものを含む。）を有する営利法人、2011年度からは有線電気通信設備を用いて自主放送を行う登録一般放送事業者（営利法人に限
る。）を対象に集計（いずれも、IPマルチキャスト方式による事業者などを除く）。

※3	 NHKの値は、経常事業収入。
※4	 ケーブルテレビなどを兼業しているコミュニティ放送事業者は除く。

（出典）総務省「民間放送事業者の収支状況」及びNHK「財務諸表」各年度版を基に作成

また、2022年の地上系民間基幹放送事業者の広告費は、1兆7,897億円となっており、内訳は、
テレビジョン放送事業に係るものが1兆6,768億円、ラジオ放送事業に係るものが1,129億円であ
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放送・コンテンツ分野の動向

ICT市場の動向

る＊1。

地上系民間基幹放送事業者の広告費の推移
出典：電通「日本の広告費」を基に作成
URL：https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r05/html/datashu.html#f00141
（データ集）

関
連
デ
ー
タ

イ　民間放送事業者の経営状況
地上系民間基幹放送事業者（2021年度の売上高営業利益率7.3%）、衛星系民間放送事業者（同

9.1%）及びケーブルテレビ事業者（同10.1%）は、いずれも2020年度に引き続き黒字を確保し
ている（図表4-3-1-2）。

図表4-3-1-2 民間放送事業者の売上高営業利益率の推移
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※コミュニティ放送を除く地上基幹放送
（出典）総務省「民間放送事業者の収支状況」各年度版などを基に作成

2 	事業者数
2022年度末における民間放送事業者数の内訳は、地上系民間基幹放送事業者が534社（うちコ

ミュニティ放送を行う事業者が339社）、衛星系民間放送事業者が42社となっている（図表4-3-
1-3）。

＊1	 広告市場全体については、第4章第3節2「2　広告」を参照。
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図表4-3-1-3 民間放送事業者数の推移

年度末 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

地上系

テレビジョン
放送（単営）

VHF 16
93 93 94 94 98 94 94 95 95 95 96 96

UHF 77

ラジオ放送
（単営）

中波（AM）放送 13 13 13 14 14 14 14 14 15 15 15 16 16
超短波（FM）放送 298 307 319 332 338 350 356 369 377 384 384 388 390

うちコミュニティ放送 246 255 268 281 287 299 304 317 325 332 334 338 339
短波 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

テレビジョン放送・ラジオ放送（兼営） 34 34 34 33 33 33 33 33 32 32 32 31 31
文字放送（単営） 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
マルチメディア放送 1 1 1 4 4 4 6 6 2 2 0

小　計 440 449 461 475 481 500 502 515 526 533 529 534 534

衛星系
衛星基幹放送

BS放送 20 20 20 20 20 20 19 19 22 22 20 22 21
東経110度CS放送 13 13 22 23 23 23 23 20 20 20 20 20 20

衛星一般放送 91 82 65 45 7 5 4 4 4 4 4 4 4
小　計 113 108 92 72 46 44 41 39 41 41 39 42 42

ケーブル
テレビ

登録に係る有線
一般放送
（自主放送を行う
者に限る）

旧許可施設による放送（自主
放送を行う者に限る） 502

556 545 539 520 510 508 504 492 471 464 464 －
旧有線役務利用放送 26

うちIPマルチキャスト
放送 5 5 4 3 3 3 5 5 5 5 5 4 －

小　計 528 556 545 539 520 510 508 504 492 471 464 464 －
※1	 2015年度末のテレビジョン放送（単営）の数には、移動受信用地上基幹放送を行っていた者（5者。うち1者は地上基幹放送を兼営）を含む。
※2	 衛星系放送事業者については、2011年6月に改正・施行された放送法に基づき、BS放送及び東経110度CS放送を衛星基幹放送、それ以外の衛星放送を衛

星一般放送としている。
※3	 衛星系放送事業者について、「BS放送」、「東経110度CS放送」及び「衛星一般放送」の2以上を兼営している者があるため、それぞれの欄の合計と小計欄

の数値とは一致しない。また、2011年度以降は、放送を行っている者に限る。
※4	 ケーブルテレビについては、2010年度は旧有線テレビジョン放送法に基づく旧許可施設事業者及び旧電気通信役務利用放送法に基づく登録事業者、2011

年度以降は放送法に基づく有線電気通信設備を用いて自主放送を行う登録一般放送事業者（なお、IPマルチキャスト放送については、2010年度までは旧有
線役務利用放送の内数、2011年度以降は有線電気通信設備を用いて自主放送を行う登録一般放送事業者の内数）。

（出典）総務省「ケーブルテレビの現状」＊2を基に作成（ケーブルテレビ事業者の数値のみ）
＊2

3 	放送サービスの提供状況
ア　地上テレビジョン放送

地上系民間テレビジョン放送については、2022年度末現在、全国で127社（うち兼営31社）
が放送を行っている。

民間地上テレビジョン放送の視聴可能なチャンネル数（2022年度）
URL：https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r05/html/datashu.html#f00144
（データ集）

関
連
デ
ー
タ

イ　地上ラジオ放送
中波放送（AM放送）については、各地の地上系民間基幹放送事業者（2022年度末時点47社）

が放送を行っている。
超短波放送（FM放送）については、各地の地上系民間基幹放送事業者（2022年度末時点390

社）が放送を行っている。そのうち、原則として一の市町村の一部の区域を放送対象地域とするコ
ミュニティ放送事業者は339社となっている。

短波放送については、地上系民間基幹放送事業者（2022年度末時点1社）が放送を行っている。

＊2	 https://www.soumu.go.jp/main_content/000504511.pdf
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放送・コンテンツ分野の動向

ウ　マルチメディア放送
地上テレビジョン放送のデジタル化により使用可能となった99MHz-108MHzの周波数帯を用

いるV-Lowマルチメディア放送については、2022年度末時点で放送を行う事業者がいない状態
となっている。

エ　衛星放送
（ア）衛星基幹放送

BS放送については、株式会社放送衛星システムの人工衛星により、NHK、放送大学学園及び民
間放送事業者（2022年度末時点21社）が放送を行っており、東経110度CS放送については、ス
カパーJSAT株式会社の人工衛星により、民間放送事業者（2022年度末時点20社）が放送を行っ
ている。

また、2018年12月以降は、10社18番組でBS放送・東経110度CS放送において新4K8K衛
星放送を行っている。BS放送（右旋）においては、2019年11月に衛星基幹放送の業務の認定を
受けた3社（BSよしもと株式会社、BS松竹東急株式会社、株式会社ジャパネットブロードキャス
ティング）が、地方創生などをはじめとする多様なテーマをもつ無料チャンネルとして、2022年
3月に開局した。
（イ）衛星一般放送

衛星一般放送については、スカパーJSAT株式会社の人工衛星により、民間放送事業者（2022
年度末時点4社）が放送を行っている。

オ　ケーブルテレビ
2021年度末のケーブルテレビ事業者数は、464者である。ケーブルテレビでは、地上放送及び

衛星放送の再放送や自主放送チャンネルを含めた多チャンネル放送が行われている。登録に係る自
主放送を行うための有線電気通信設備（501端子以上）によりサービスを受ける加入世帯数は約
3,139万世帯、世帯普及率は約52.5％となっている（図表4-3-1-4）。
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図表4-3-1-4 登録に係る自主放送を行う有線電気通信設備によりサービスを受ける加入世帯数、普及率の推移
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※1	 普及率は住民基本台帳世帯数から算出。
※2	 RF方式における「加入世帯数」は、登録に係る有線電気通信設備の総接続世帯数（電波障害世帯数を含む）を指す。

（出典）総務省「ケーブルテレビの現状」＊3を基に作成
＊3

4 	NHKの状況
ア　NHKの国内放送の状況

2022年度末のNHKの国内放送のチャン
ネル数は、地上テレビジョン放送は2チャ
ンネル、ラジオ放送は3チャンネル、衛星
テレビジョン放送は4チャンネルである（図
表4-3-1-5）。

イ　NHKのテレビ・ラジオ国際放送の状況
NHKのテレビ・ラジオ国際放送は、在外

邦人及び外国人に対し、ほぼ全世界に向け
て放送している（図表4-3-1-6）。

5 	放送サービスの利用状況
ア　加入者数

2021年度の放送サービスの加入者数は、ケーブルテレビについては前年度より増加し、その他
の放送サービスについては減少している（図表4-3-1-7）。

＊3	 https://www.soumu.go.jp/main_content/000504511.pdf

図表4-3-1-5 NHKの国内放送（2022年度末）

区分 チャンネル数

地上放送
テレビジョン放送 2

ラジオ放送
中波放送（AM放送） 2
超短波放送（FM放送） 1

衛星放送（BS放送） テレビジョン放送 4
※1	 ラジオ放送の放送波数についてもチャンネルにより表記している。
※2	 テレビジョン放送については、アナログテレビ放送が2021年3月31日を以

て終了しており、すべてデジタル放送へ移行している。

図表4-3-1-6 NHKのテレビ・ラジオ国際放送の状況
（2023年4月時点計画）

テレビ ラジオ
在外邦人向け 外国人向け 在外邦人及び外国人向け

放送時間 1日5時間程度 1日24時間 1日延べ75時間07分程度
予算規模 198億円（令和5年度NHK予算）49億円（同左）
使用言語 日本語 英語 18言語
放送区域 ほぼ全世界 ほぼ全世界
使用衛星／送信施設 外国衛星、CATV、他 国内送信所、海外中継局、他
※外国人向けテレビ国際放送の放送時間数は、JIB（日本国際放送）による放送時間
を含む。
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放送・コンテンツ分野の動向

図表4-3-1-7 放送サービスの加入者数
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2020

3,138.5

217.1
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4,461.1

2,271.5

2021
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※1	 地上放送（NHK）の加入者数は、NHKの全契約形態の受信契約件数。
※2	 衛星契約等の加入者数は、NHKの衛星契約及び特別契約の件数。
※3	 WOWOWの加入者数は、WOWOWの契約件数。
※4	 東経124/128度CSの加入者数は、スカパー！プレミアムサービスの契約件数。
※5	 東経110度CSの加入者数は、スカパー！の契約件数。
※6	 ケーブルテレビの加入世帯数は、登録に係る自主放送を行うための有線電気通信設備の加入世帯数。

（出典）一般社団法人電子情報技術産業協会資料、日本ケーブルラボ資料、NHK資料及び総務省資料「衛星放送の現状」「ケーブルテレビの現状」を基に作成

イ　NHKの受信契約数
2021年度のNHK受信契約数は約4,461万件であり、そのうち地上契約数（普通契約及びカラー

契約）が約2,190万件、衛星契約数が約2,270万件、特別契約数が約1万件となっている（図表
4-3-1-8）。

図表4-3-1-8 NHKの放送受信契約数の推移
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（出典）NHK資料を基に作成
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6 	放送設備の安全・信頼性の確保
放送は、日常生活に必要な情報や、災害情報をはじめとする重要な情報を広く瞬時に伝達する手

段として、極めて高い公共性を有しており、それを支える放送設備には高度な安全・信頼性が求め
られる。

2021年度の放送停止事故の発生件数は339件
であり、このうち重大事故＊4は21件で全体の約
6％であった（図表4-3-1-9）。これを踏まえ、各
事業者における事故の再発防止策の確実な実施
に加え、業界内での事故事例共有により同様の
事故を防止するための取組が推進されている。

地上放送・衛星放送の放送停止事故の発生件
数は262件であり、2011年度に集計を始めて以
来最少となった。なお、有線一般放送の放送事
故の発生件数は、2020年度に比べて減少してお
り、重大事故件数は直近5年間で最少となってい
る。放送停止事故の発生原因としては、設備故
障によるものが最も多く、次いで自然災害によるものが多いという傾向が続いている（図表4-3-
1-10）。

＊5

図表4-3-1-10 発生原因別放送停止事故件数の推移
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（出典）総務省「放送停止事故の発生状況」（令和3年度）＊6を基に作成
＊6

	2	 コンテンツ市場
1 	我が国のコンテンツ市場の規模
ア　市場の概況

我が国の2021年のコンテンツ市場規模は12兆4,719億円となっている。ソフト形態別の市場

＊4	 放送法第113条、122条、137条「設備に起因する放送の停止その他の重大な事故であって総務省令で定めるものが生じたときは、その旨を
その理由又は原因とともに、遅滞なく、総務大臣に報告しなければならない」に該当する事故。

＊5	 https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/02ryutsu08_04000508.html
＊6	 https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/02ryutsu08_04000508.html

図表4-3-1-9 重大事故件数の推移
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（出典）総務省「放送停止事故の発生状況」＊5（令和3年度）を基に作成
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放送・コンテンツ分野の動向

構成比では、映像系ソフトが全体の約60％を占めている。また、テキスト系ソフトは約35％、音
声系ソフトは約6％をそれぞれ占めている＊7（図表4-3-2-1）。

コンテンツ市場の規模は、前年は減少したものの、2021年は大幅に増加となった。ソフト形態
別では、映像系ソフトが大幅に増加している（図表4-3-2-2）。

図表4-3-2-1 我が国のコンテンツ市場の内訳（2021年）

映像系ソフト
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59.1%
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8,017億円
6.4%
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6.3% ビデオソフト
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地上テレビ番組
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21.6%

衛星・CATV番組
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6.9%

ゲームソフト
1兆7,790億円
14.3%ネットオリジナル

8,413億円
6.7%

音楽ソフト
5,944億円
4.8%

ラジオ番組
1,751億円

1.4%

ネットオリジナル
322億円
0.3%

新聞記事
1兆2,658億円

10.1%

コミック
4,629億円

3.7%

雑誌ソフト
6,819億円

5.5%
書籍ソフト
8,047億円

6.5%

データベース情報
3,084億円

2.5%

ネットオリジナル
7,729億円
6.2%

コンテンツ市場
12兆4,719億円

（出典）総務省情報通信政策研究所「メディア・ソフトの制作及び流通の実態に関する調査」

図表4-3-2-2 我が国のコンテンツ市場規模の推移（ソフト形態別）
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（出典）総務省情報通信政策研究所「メディア・ソフトの制作及び流通の実態に関する調査」

イ　マルチユースの状況
2021年の1次流通市場の規模は9兆5,686億円であり、前年から大幅に増加した。1次流通市場

の内訳は、映像系ソフトが5兆6,004億円、テキスト系ソフトが3兆3,056億円、音声系ソフトが
6,626億円となっている（図表4-3-2-3）。

一方、マルチユース市場の規模は2兆9,034億円であり、前年から減少となった。内訳は、映像
系ソフトが1兆7,732億円、テキスト系ソフトが9,910億円、音声系ソフトが1,391億円となって
いる（図表4-3-2-4）。

＊7	 メディア別にソフトを集計するのではなく、ソフトの本来の性質に着目して1次流通とマルチユースといった流通段階別に再集計した上で市
場規模を計量・分析。
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図表4-3-2-3 1次流通市場の内訳（2021年）
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（出典）総務省情報通信政策研究所「メディア・ソフトの制作及び流通の実態に関する調査」

図表4-3-2-4 マルチユース市場の内訳（2021年）
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（出典）総務省情報通信政策研究所「メディア・ソフトの制作及び流通の実態に関する調査」

ウ　通信系コンテンツ市場
コンテンツ市場のうち、パソコン及び携帯電話向けなどインターネットなどを経由した通信系コ

ンテンツの市場規模は5兆4,184億円となっている。ソフト形態別の市場構成比では、映像系ソフ
トが61.5％、テキスト系ソフトが30.1%、音声系ソフトが8.4％を占めている（図表4-3-2-5）。

また、通信系コンテンツの市場規模は、依然、増加傾向が続いている。ソフト形態別にみると、
引き続き映画、ネットオリジナル、ゲームソフトなどの伸びにより映像系ソフトが増加しているほ
か、ネットオリジナルなどの伸びによりテキスト系ソフトも増加しており、これらは通信系コンテ
ンツ市場の拡大に貢献している（図表4-3-2-6）。
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放送・コンテンツ分野の動向

図表4-3-2-5 通信系コンテンツ市場の内訳（2021年）
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（出典）総務省情報通信政策研究所「メディア・ソフトの制作及び流通の実態に関する調査」

図表4-3-2-6 通信系コンテンツ市場規模の推移（ソフト形態別）
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（出典）総務省情報通信政策研究所「メディア・ソフトの制作及び流通の実態に関する調査」

2 	広告
世界の広告市場をみると、2022年にはデジタル広告が3,944億ドル（前年比13.7％増）となり、

総広告費に占める割合も55.3%にまで拡大すると見込まれている（図表4-3-2-7）。日本のデジタ
ル広告市場も大幅に成長している。2022年にはインターネット広告が3兆912億円、マスコミ4
媒体＊8広告が2兆3,985億円となり、両者の広告費が初めて逆転した2021年以降、その差が広が
る形となった（図表4-3-2-8）。

＊8	 テレビメディア、新聞、雑誌、ラジオ。

103

第3節

令和5年版　情報通信白書　第2部

第
4
章

I
I
I
I
I
I
I
I

情通R5_04-03_第4章3節.indd   103情通R5_04-03_第4章3節.indd   103 2023/07/18   9:32:042023/07/18   9:32:04



図表4-3-2-7 世界の媒体別広告費の推移及び予測
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（出典）電通グループ「世界の広告費成長率予測（2022～2025）」＊9を基に作成

図表4-3-2-8 日本の媒体別広告費の推移＊10
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（出典）電通「Knowledge & Data 2022年 日本の広告費」＊11を基に作成
＊9＊10＊11

世界の総広告費の推移
出典：電通グループ「世界の広告費成長率予測（2022〜2025）」（2022年12月16日）
URL：https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r05/html/datashu.html#f00161
（データ集）
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3 	我が国の放送系コンテンツの海外輸出の動向
2021年度の放送コンテンツ海外輸出額は引き続き増加し、655.6億円となった（図表4-3-2-

9）。
なお、動画配信サービスの伸張等を背景に、番組放送権、ビデオ化権等が減少する一方で、イン

ターネット配信権の割合が増加している。

図表4-3-2-9 我が国の放送コンテンツ海外輸出額の推移
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※1	 放送コンテンツ海外輸出額：番組放送権、インターネット配信権、ビデオ・DVD化権、番組フォーマット・リメイク権、商品化権などの海外売上高の総額。
※2	 NHK、民放キー局、民放在阪準キー局、ローカル局、衛星放送事業者、CATV事業者、プロダクションなどへのアンケートを基に算出。

（出典）総務省「放送コンテンツの海外展開に関する現状分析」を基に作成

＊9	 https://www.group.dentsu.com/jp/news/release/000888.html　※ロシア市場の数値は除外している
＊10	 2019年からは、日本の広告費に「物販系ECプラットフォーム広告費」と「イベント領域」を追加、広告市場の推定を行っている。

2018年以前の遡及修正は行っていない。
＊11	 https://www.dentsu.co.jp/knowledge/ad_cost/index.html
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放送・コンテンツ分野の動向

我が国の放送コンテンツ海外輸出額の権利別割合の推移
出典：総務省「放送コンテンツの海外展開に関する現状分析」を基に作成
URL：https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r05/html/datashu.html#f00163
（データ集）

関
連
デ
ー
タ

我が国の放送コンテンツ海外輸出額の主体別割合の推移
出典：総務省「放送コンテンツの海外展開に関する現状分析」を基に作成
URL：https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r05/html/datashu.html#f00164
（データ集）
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